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1.  平成23年3月期第2四半期の連結業績（平成22年4月1日～平成22年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期第2四半期 18,054 0.9 △95 ― △367 ― △551 ―

22年3月期第2四半期 17,895 △27.8 △333 ― △676 ― △2,862 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

23年3月期第2四半期 △12.49 ―

22年3月期第2四半期 △64.85 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期第2四半期 26,177 4,191 13.2 78.52
22年3月期 27,466 4,914 15.3 95.05

（参考） 自己資本   23年3月期第2四半期  3,466百万円 22年3月期  4,196百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  無  
 

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00

23年3月期 ― 0.00

23年3月期 
（予想）

― 0.00 0.00

3.  平成23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  無  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 34,000 △9.3 200 ― △150 ― △350 ― △7.93



(1) 当四半期中における重要な子会社の異動  無  

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  無  
（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表
示方法等の変更の有無となります。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
・この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続きの対象外でありますが、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取
引引法に基づく四半期財務諸表のレビュー手続きは完了しております。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等について
は、四半期決算短信（添付資料）3ページ「連結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 

4.  その他 （詳細は、【添付資料】P.3「その他」をご覧ください。）

新規 ―社 （社名 ）、 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期2Q 44,278,359株 22年3月期  44,278,359株

② 期末自己株式数 23年3月期2Q  135,969株 22年3月期  132,788株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年3月期2Q 44,143,551株 22年3月期2Q 44,147,925株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

 当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、中国の内需拡大等アジアの景気回復に伴う輸出や生産の増

加、各種の政策効果等により企業収益は改善し、設備投資も下げ止まるなど景気は自律的回復に向かう期待が持た

れたものの、終盤にかけては弱含み、景気回復は鈍化しております。雇用情勢は一部持ち直しの兆しが見えるもの

の依然として厳しく、アメリカ・欧州の景気停滞、円高やデフレといった景気の下押し懸念も継続しており、先行

きは依然不透明な状況です。 

 このような経営環境の中、当社グループは中期経営計画で策定した各事業の開発戦略、市場・顧客戦略、グロー

バル戦略に基づき、新製品の開発、新市場の開拓、売上拡大、品質向上並びにコスト低減に取り組んでまいりまし

た。 

 当社グループの主な需要先である情報通信産業、エレクトロニクス産業及び自動車産業においては、景気回復に

伴い需要は増加傾向にありますが、デフレの影響から特にエレクトロニクス産業向け製品の低価格化が継続してお

り、収益を圧迫しております。一方で、前連結会計年度において巻線事業を古河電工グループの巻線事業新会社

「古河マグネットワイヤ株式会社」へ譲渡、移管したことにより、同事業で計上していた損失は解消しています。

 当第２四半期連結累計期間の連結業績につきましては、売上高は前年同期比0.9％増の180億５千４百万円となり

ました。営業損益は前年同期比２億３千８百万円好転しましたが、製品価格低下の影響等により９千５百万円の営

業損失となりました。経常損益は営業損益の好転に伴い３億９百万円好転しましたが、為替差損が２億４千１百万

円発生したことも影響して３億６千７百万円の経常損失となりました。また、前年同期には早期退職優遇制による

退職特別加算金等の事業構造改革費用13億７千５百万円、減損損失６億８千５百万円等、特別損失を20億７千７百

万円計上しましたが、当第２四半期連結累計期間において特別損失の計上は９千２百万円でした。この結果、四半

期純損益は前年同期比23億１千１百万円好転しましたが、経常損失の影響が大きく、５億５千１百万円の当期純損

失となりました。 

 事業のセグメントごとの業績は以下のとおりです。 

（光・電線・デバイス） 

 ケーブル・配線材は、ノートパソコンの変圧器に使用される三層絶縁電線が第一四半期より引き続き好調であ

り、一般ケーブルも工作機械用のモーター制御用ケーブルが第２四半期において増加しました。光アンプも受注は

堅調でしたが、価格下落と低価格製品の比率が増加したことにより売上高は減少しました。一方で、光加工品は光

コネクターの在庫消化が進み受注が増加したこと、光機器モジュールが好調であったことから、売上高が増加しま

した。また、コイル製品、フレキシブルフラットケーブル、コンタクトプローブ、ウィスカット等の線材加工品

も、景気回復により売上高は前年同期比増加しました。損益面においては、薄型テレビ用内部配線材やハードディ

スク用コイル加工品は価格下落の影響を大きく受け収益が圧迫されましたが、巻線事業を譲渡したことにより同事

業で発生していた損失を解消したことに加え、ケーブル・配線材、線材加工品の利益が伸長したことから、光・電

線・デバイス全体では、売上高は142億８千５百万円となり、営業損益は２千８百万円の営業利益となりました。 

（情報機器） 

 自動車向け等の基板加工品は、景気回復に加えてエコカー減税・補助金制度により自動車産業の市場回復が比較

的早かったことから、前年同期比で売上高は増加しました。医用画像表示用高精細ディスプレイは、国内、欧州向

けは低価格の汎用モデルに対する受注が多く、数量・金額ともに売上は低調でしたが、北米向けの受注が回復した

ことから、売上高は前年同期比増加しました。産業用ディスプレイは景気回復による増加の兆しはあるものの、低

価格モデルへの需要が強く、前年同期比で売上高は若干減少しました。損益面においては、基板加工品は生産性向

上により利益率を向上しましたが、ディスプレイの低価格モデルへの需要シフトの影響が大きく、この結果、情報

機器の売上高は31億７千５百万円となり、営業損益は１億５百万円の営業損失となりました。 

（その他） 

 運送事業においては設備移設や引越などの受注が増加し、国内の仕入販売も景気回復に伴い好転しましたが、海

外における仕入販売が売上価格の下落により収益を圧迫されました。この結果、売上高は５億９千３百万円とな

り、営業損益は３千７百万円の営業利益となりました。 

  

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

① 資産、負債、純資産の状況 

 当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末と比較して12億８千９百万円減少して261億７千７

百万円となりました。これは主に、現金及び預金の減少６億１千８百万円や、たな卸資産の減少３億８千６百万円

によるものであります。負債合計は前連結会計年度末と比較して５億６千５百万円減少して219億８千６百万円と

なりました。これは主に、支払手形及び買掛金の減少５億１千７百万円によるものであります。純資産は前連結会

計年度末と比較して７億２千３百万円減少して41億９千１百万円となりました。これは主に、利益剰余金の減少５

億５千１百万円によるものであります。 

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報



② キャッシュフローの状況 

 当第２四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物は、25億６千２百万円となりました。営業活動による

キャッシュ・フローは、減価償却費６億３千３百万円やたな卸資産の増減額３億３千８百万円（減少）がキャッシ

ュ・フロー増加要因として発生しましたが、事業構造改革に伴う支払額５億３千３百万円や税金等調整前四半期純

損失４億３千８百万円などにより、１億４千８百万円の減少となりました。投資活動によるキャッシュ・フロー

は、有形固定資産の取得による支出４億４千万円などにより４億６千万円の減少となりました。財務活動によるキ

ャッシュ・フローは、短期借入金の純増減額21億１千１百万円（減少）がキャッシュ・フロー減少要因として発生

しましたが、長期借入れによる収入29億１千５百万円などにより３千３百万円の増加となりました。 

  

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

 世界経済はアジアを中心に景気回復の兆しを見せてはいるものの、日本経済においては円高やデフレの長期化、

欧州、アメリカ経済の景気回復停滞による下振れリスクがあり、先行きは不透明です。企業業績の回復は経費削

減、合理化施策の効果が好影響を与えている反面、雇用環境は改善せず、個人消費もエコカー減税・補助やエコポ

イントといった景気対策商品以外では低迷しており、これらの景気対策も実施期限の到来とともにその効果を減ず

ることが予想されます。また、円高については長期化のみならず更に進行する可能性があり、製品価格の下落とと

もに収益を圧迫していることから、当社は平成22年５月13日に発表した通期の連結業績予想を、平成22年11月９日

に修正いたしました。このような経営環境下において、当社は限られた経営資源を効果的に投入するとともに原価

低減を一層推進し、収益率の回復を図ってまいります。 

  

  

為替レートは、１ドル：85円を想定しております。 

  

（１）重要な子会社の異動の概要 

 該当事項はありません。 

  

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

 該当事項はありません。 

  

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

 当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31

日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適

用しております。  

 これにより、当第２四半期連結累計期間の営業損失、経常損失はそれぞれ２百万円増加し、税金等調整前四半期

純損失は34百万円増加しております。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は61百万円であ

ります。 

  
売上高 

（百万円） 

営業利益 

（百万円） 

経常利益 

（百万円） 

当期純利益 

（百万円）  

１株当たり 

当期純利益 

（円）  

通   期      34,000       200      △150      △350     △7.93

２．その他の情報



３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,857 3,475

受取手形及び売掛金 8,651 8,886

たな卸資産 3,147 3,533

その他 606 523

貸倒引当金 △10 △22

流動資産合計 15,252 16,395

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 10,129 10,224

機械装置及び運搬具 13,978 14,461

工具、器具及び備品 4,733 4,664

その他 2,755 2,479

減価償却累計額 △23,733 △23,906

有形固定資産合計 7,862 7,924

無形固定資産 83 86

投資その他の資産   

投資有価証券 2,624 2,696

その他 409 426

貸倒引当金 △54 △63

投資その他の資産合計 2,979 3,059

固定資産合計 10,925 11,070

資産合計 26,177 27,466

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 5,696 6,213

短期借入金 5,174 7,328

事業構造改革引当金 72 51

その他 3,849 4,045

流動負債合計 14,793 17,638

固定負債   

長期借入金 5,433 3,370

退職給付引当金 1,367 1,306

その他 392 236

固定負債合計 7,193 4,912

負債合計 21,986 22,551



（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 6,146 6,146

資本剰余金 2,325 2,325

利益剰余金 △3,441 △2,890

自己株式 △18 △18

株主資本合計 5,012 5,563

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 48 91

為替換算調整勘定 △1,594 △1,458

評価・換算差額等合計 △1,545 △1,367

少数株主持分 725 718

純資産合計 4,191 4,914

負債純資産合計 26,177 27,466



（２）四半期連結損益計算書 
（第２四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 17,895 18,054

売上原価 16,281 16,386

売上総利益 1,614 1,667

販売費及び一般管理費 1,947 1,763

営業損失（△） △333 △95

営業外収益   

受取利息 8 8

受取配当金 16 21

持分法による投資利益 － 87

その他 62 40

営業外収益合計 86 157

営業外費用   

支払利息 178 163

為替差損 127 241

持分法による投資損失 105 －

その他 17 23

営業外費用合計 430 429

経常損失（△） △676 △367

特別利益   

投資有価証券割当益 － 13

固定資産売却益 0 5

投資有価証券売却益 17 1

その他 4 －

特別利益合計 22 21

特別損失   

事業構造改革費用 1,375 49

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 31

固定資産除却損 12 9

減損損失 685 －

その他 4 0

特別損失合計 2,077 92

税金等調整前四半期純損失（△） △2,730 △438

法人税、住民税及び事業税 44 50

法人税等調整額 74 14

法人税等合計 118 64

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △503

少数株主利益 13 47

四半期純損失（△） △2,862 △551



（第２四半期連結会計期間） 

（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 9,430 9,047

売上原価 8,383 8,124

売上総利益 1,047 923

販売費及び一般管理費 961 881

営業利益 85 41

営業外収益   

受取利息 4 4

受取配当金 5 12

持分法による投資利益 － 70

その他 41 24

営業外収益合計 50 111

営業外費用   

支払利息 89 83

為替差損 142 128

持分法による投資損失 8 －

その他 8 13

営業外費用合計 249 226

経常損失（△） △112 △72

特別利益   

投資有価証券売却益 17 1

固定資産売却益 0 1

その他 0 －

特別利益合計 18 3

特別損失   

事業構造改革費用 1,183 42

固定資産除却損 2 7

減損損失 685 －

その他 － 0

特別損失合計 1,871 50

税金等調整前四半期純損失（△） △1,966 △120

法人税、住民税及び事業税 34 37

法人税等調整額 67 22

法人税等合計 102 59

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △180

少数株主利益 10 20

四半期純損失（△） △2,078 △201



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純損失（△） △2,730 △438

減価償却費 808 633

退職給付引当金の増減額（△は減少） △664 61

受取利息及び受取配当金 △24 △29

支払利息 178 163

投資有価証券売却損益（△は益） △17 △1

事業構造改革引当金の増減額（△は減少） 282 21

事業構造改革費用 623 49

有形固定資産売却損益（△は益） △0 △5

有形固定資産除却損 12 9

持分法による投資損益（△は益） 105 △87

売上債権の増減額（△は増加） △818 170

たな卸資産の増減額（△は増加） 412 338

仕入債務の増減額（△は減少） 1,264 △441

減損損失 685 －

その他 △355 87

小計 △238 533

事業構造改革に伴う支払額 △609 △533

利息及び配当金の受取額 16 25

利息の支払額 △189 △145

法人税等の支払額 △57 △28

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,078 △148

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △57 △123

定期預金の払戻による収入 48 122

有形固定資産の取得による支出 △273 △440

有形固定資産の売却による収入 1 14

投資有価証券の取得による支出 △2 △2

投資有価証券の売却による収入 92 3

その他 △44 △33

投資活動によるキャッシュ・フロー △234 △460

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,544 △2,111

長期借入れによる収入 703 2,915

長期借入金の返済による支出 △1,189 △754

少数株主への配当金の支払額 △0 △5

その他 △0 △11

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,057 33

現金及び現金同等物に係る換算差額 104 △44

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △151 △619

現金及び現金同等物の期首残高 3,405 3,181

現金及び現金同等物の四半期末残高 3,253 2,562



 該当事項はありません。  

  

  

【事業の種類別セグメント情報】  

前第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年９月30日） 

 （注）１ 事業の区分の方法 

製品の種類、性質、製造方法、販売方法等の類似性、損益集計区分及び関連資産等に照らし、事業区分を行

っております。 

２ 各事業の主な製品 

電線及び電線加工品…巻線、ケーブル・配線材、ヒータ応用製品、ケーブル加工品、その他電線加工品等 

光部品・機器…………光部品、光機器等 

電子機器・部品………電子部品（コイル）、映像機器部品（偏向ヨーク）、電子機器（ディスプレイ）等 

３ 営業費用は全て各セグメントに配賦しております。 

  

【所在地別セグメント情報】  

前第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年９月30日） 

 （注）１ 国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２ 本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

アジア……………マレーシア・フィリピン・インドネシア・中国等 

北米………………アメリカ 

ヨーロッパ………ドイツ 

３ 営業費用は全て各セグメントに配賦しております。  

  

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

  
電線及び電
線加工品 
（百万円） 

光部品・機
器 
（百万円） 

電子機器・
部品 
（百万円） 

計
  

（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結
  

（百万円） 

売上高   

(1) 外部顧客に対する売上高  9,148  2,363  6,384  17,895  －  17,895

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 26  －  0  26 ( )26  －

計  9,174  2,363  6,384  17,922 ( )26  17,895

営業利益又は営業損失（△）  △169  35  △199  △333  －  △333

  
日本 

（百万円） 
アジア

（百万円）
北米

（百万円）
ヨーロッパ
（百万円）

計 
（百万円） 

消去又は
全社 
（百万円） 

連結
（百万円）

売上高        

(1)外部顧客に対する売上高  14,410  3,088  224  172  17,895  －  17,895

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 2,105  4,584  2  6  6,969 ( ) 6,969  －

計  16,516  7,942  227  179  24,865 ( ) 6,969  17,895

営業利益又は営業損失（△）  △54  △293  5  △4  △346 ( ) △13  △333



【海外売上高】  

前第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年９月30日） 

 （注）１ 海外売上高は、提出会社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

２ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

（1）国又は地域の区分の方法……地理的近接度によっております。 

（2）各区分に属する主な国又は地域 

アジア………………タイ・シンガポール・韓国・中国等 

北米…………………アメリカ 

ヨーロッパ…………ハンガリー・ドイツ・オランダ等 

  

【セグメント情報】  

１．報告セグメントの概要  

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経

営資源の配分の決定及び業績評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

 当社は、本社に製品・サービス別の生産本部を置き、各生産本部は、取り扱う製品・サービスについて国

内及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。 

 したがって、当社は、生産本部を基礎とした製品・サービス別のセグメントから構成されており、「光・

電線・デバイス」及び「情報機器」の２つを報告セグメントとしております。 

 「光・電線・デバイス」は、電線及びその加工品等を生産しております。「情報機器」は、画像診断用医

用ディスプレイ及び自動車用基板加工品等を生産しております。 

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

当第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年９月30日）  

（単位：百万円）

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、運送事業及びサービス業

務受託事業等を含んでおります。  

  アジア 北米 ヨーロッパ 計

Ⅰ 海外売上高（百万円）  6,190  458  486  7,134

Ⅱ 連結売上高（百万円）        17,895

Ⅲ 連結売上高に占める海外売

上高の割合（％） 
 34.5  2.6  2.7  39.8

  

  

報告セグメント 
その他 

（注）  
合計 光・電線・ 

デバイス 
情報機器 計 

売上高            

外部顧客への売上高 14,285 3,175 17,460  593   18,054

セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
5,998 3,122 9,120  255 9,376

計 20,283 6,298 26,581  849 27,430

セグメント利益又は損失（△） 28 △105 △77  37 △40



  

３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内容（差異調整に関する事項）  

当第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年９月30日）  

（単位：百万円）  

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない販売費及び一般管理費であります。   

  

４．追加情報 

 当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 

平成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第20号 平成20年３月21日）を適用しております。  

  

 該当事項はありません。  

  

利益  金額  

報告セグメント計   △77

「その他」の区分の利益   37

セグメント間取引消去   20

全社費用（注）   △75

四半期連結損益計算書の営業損失（△）  △95

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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